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国家税務総局 国家外貨管理局 

サービス貿易等項目の対外支払に係る税務届出の関連問題に関する補足公告 

 

2021 年 7 月 2 日、国家税務総局及び国家外貨管理局は、『サービス貿易等項目の対外支払の税務届出

の関連問題に関する補足公告』（国家税務総局 国家外貨管理局公告 2021 年第 19 号、以下「19 号公

告」という）を公布した。本公告は、貿易投資の自由化と利便化を後押しするものであり、公布日より

施行される。 

 

1. 政策の背景 

現行のサービス貿易対外支払税務届出制度は、2013 年のサービス貿易改革まで遡る。当時、国家

税務総局と国家外貨管理局が 40 号公告（国家税務総局 国家外貨管理局 2013 年第 40 号、以下「40

号公告」という）を発表し、サービス貿易対外支払の関連手続きの利便化と簡素化を推進した。同時

に、関連手続きと基準も明確化された。 

40 号公告の発表以降、企業の負担を一部軽減したものの、以下の新たな課題も発生した。 

1. 同一契約書につき複数回の対外支払を必要とする場合、送金の都度、関連手続きを実施すると

各種事務負荷が大きい 

2. 税務届出の形式は、紙ベースでの窓口申請に限定 

3. 利益の再投資を推奨する財税[2018]102 号の発表以降、一部地域の税務局では再投資を行う前

の税務届出を必須とし、企業の域内再投資の実施に支障が発生 

上記を背景に、国家税務総局と国家外貨管理局は企業のニーズを取り入れ、パブコメを実施のうえ

で本公告を発表した。税務届出の手続きを再度最適化し、貿易投資自由化を推進すると同時に、企業

に確かな利便性をもたらした。 

近年、税務機関と外貨管理機関が一連の利便化措置を打ち出したことで、当局組織間の情報共有の

強化、サービス貿易等項目の対外支払に係る税務届出における「24 時間化」、「ペーパーレス化」、「非

接触化」、「遠隔地受理」を実現させ、企業の利便性を向上させた。 

2. 本規定の主要内容 

「40 号公告」による対外支払税務届出関連の利便化措置は、複数回の支払における届出回数の削

減（1 回のみで済む）、届出免除の範囲の拡大、オンライン申請ルートの新設、申請形式の多様化といっ

た内容である。具体的な変更点は以下の通り。 

 

 

 

� 外国投資者が域内直接投資で得た合法的な所得により域内再投資を行う場合は税務届出が不要 

� 同一契約で複数回のサービス貿易対外送金を行う場合、初回のみの税務届出で可 

� オンライン電子税務局の申請ルートを新設し、税務局での窓口申請形式も同時に残す 

【 ポイント 】 
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【図表 1】本公告がもたらす変化点 

No 項目 発表前 発表後 

1 
同一契約書につき

複数回の対外支払 

支払いの都度、税務届出手続きを行わなけ

ればならない。初回の支払届出時のみ、契

約書（協議書）もしくは関連取引のエビデ

ンスの写しの提出が必要 

初回の支払時の届出のみで可 

2 届出免除の範囲 

国家税務総局 国家外貨管理局公告 2013

年第 40 号第三条の規定内容のより合計 14

のパターン、そのうち合法的な所得による

再投資は対象外 

外国投資者が域内直接投資で得た合法的

な所得により域内再投資を行う場合、税

務届出が不要（新設） 

3 
「届出表」の 

入手方法 

1. 主管税務機関の各現場申請窓口 

2. 主管税務機関 HP 

1. 電子税務局（新設） 

2. 各省、自治区、直轄市及び計画単列

都市（※）の税務局 HP 

3. 主管税務機関の各現場申請窓口 

 

（※）「計画単列市」は、行政管理上、省の一級下

の「地区レベル市」となっているが、経済・財政管

理上、省レベル地方に相当する権限を有し、日本の

政令指定都市に相当するものである 

（例：深セン市、大連市、青島市など） 

4 届出申請方式 各現場申請窓口 

1. 電子税務局によるオンライン形式

（新設） 

2. 各現場申請窓口 

 

なお、遠隔地で対外支払の税務届出を行う場合、当局 HP の解読によって、届出人は随時、本省、

自治区、直轄市及び計画単列都市の税務局 HP を通じてオンライン形式で実施し、「届出表」を記入

する場合、全国で振り込める銀行を選べば実現可能。届出人は手続き完了後、「届出表」番号及び確

認コードをもって、外貨管理の関連規定に基づき、銀行での対外支払手続きの実施が可能。 

3. 企業への影響 

� 複数回のサービス貿易対外送金を行う場合の届出手続きを簡素化、企業の負担を軽減し、対外

支払の利便化を推進 

� 外国投資者が域内直接投資で得た合法的な所得により域内再投資する際の税務届出を撤廃し、

企業再投資の効率を向上し、更なる投資自由化の実現を推進 

� オンライン申請形式によるペーパーレス化と遠隔地操作を実現させ、さらにシステムで生成し

た「届出表」番号と確認コードで対外支払手続きができ、企業の時間的コストを大幅に削減 

� 今回の政策により税務届出手続きが簡素化されたが、銀行の関連規制が同時に緩和されたこと

ではないため、手続き実施前に、支払手続きを行う銀行への確認をすることが望ましい
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以下は、中国語原文と日本語参考訳です。 

中国語原文 日本語参考訳 

国家税务总局 国家外汇管理局 

 

关于服务贸易等项目对外支付税务备案有关问

题的补充公告 

 

为深入贯彻落实中办、国办印发的《关于进

一步深化税收征管改革的意见》，促进深化“放

管服”改革，打造市场化法治化国际化营商环境，

促进贸易投资自由化便利化，切实为群众办实

事，现对《国家税务总局 国家外汇管理局关于

服务贸易等项目对外支付税务备案有关问题的

公告》（国家税务总局 国家外汇管理局公告

2013年第 40号发布，国家税务总局公告 2018

年第 31号修改）补充公告如下： 

 

 

 

一、境内机构和个人（以下称备案人）对同

一笔合同需要多次对外支付的，仅需在首次付汇

前办理税务备案。 

 

 

二、下列事项无需办理税务备案： 

（一）外国投资者以境内直接投资合法所得

在境内再投资； 

（二）财政预算内机关、事业单位、社会团

体非贸易非经营性付汇业务。 

 

三、备案人可以通过以下方式获取和填报

《服务贸易等项目对外支付税务备案表》（以下

简称《备案表》）： 

（一）通过电子税务局等在线方式填报； 

 

（二）从各省、自治区、直辖市和计划单列

市税务局官方网站下载并填报； 

（三）在主管税务机关办税服务厅领取并填

报。 

 

四、备案人选择在电子税务局等在线方式办

理备案的，应完整、如实填写《备案表》并提交

相关资料。备案人完成备案后，可凭《备案表》

编号和验证码，按照外汇管理相关规定，到银行

国家税務総局 国家外貨管理局 

 

サービス貿易等項目の対外支払における 

税務届出の関連問題に関する補足公告 

 

中央弁公庁、国務院弁公庁が公布した『税務行政

改革の更なる深化に関する意見』を徹底・具体化し、

「放管服」改革を深化させ、市場化、法治化、国際

化したビジネス環境を構築し、貿易・投資の自由化

と利便化を促進し、国民のために効果的に実施する

べく、ここに『国家税務総局 国家外貨管理局 サー

ビス貿易等項目の対外支払における税務届出の関連

問題に関する公告』（国家税務総局 国家外貨管理局

公告 2013 年第 40 号にて公布、国家税務総局公告

2018 年第 31 号改定）に対し、以下の通り補足公告

する。 

 

一、域内機構及び個人（以下、「届出人」という）

は同一契約書につき複数回の対外支払を必要とする

場合、初回支払の前にのみ税務届出を行う必要があ

る。 

 

二、以下の場合、税務届出を行う必要がない 

（一）外国投資者が域内直接投資の合法的な所得

で域内再投資を行う場合。 

（二）財政予算内で、公的機関、事業単位、社会

団体における非貿易、非経営性の対外支払業務。 

 

三、届出人は、以下の方法で『サービス貿易等項

目の対外支払税務届出表』（以下は『届出表』という）

を取得し、報告することができる。 

（一）電子税務局等を通じてオンライン方式で記

入。 

（二）各省、自治区、直轄市及び計画単列都市の

税務局のホームページよりダウンロードして記入。 

（三）主管税務機関の各現場申請窓口で受領して

記入。 

 

四、届出人が電子税務局等を通じてオンライン方

式で届出を行う場合、完全かつ事実通りに『届出表』

を記入し、関連資料を提出しなければならない。届

出人は、届出完了後、『届出表』の番号と確認コード
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办理付汇手续。 

 

 

五、备案人选择在办税服务厅办理备案的，

对于提交资料齐全、《备案表》填写完整的，主

管税务机关无需当场进行纳税事项审核，应在税

收管理系统录入《备案表》信息、生成《备案表》

编号和验证码。备案人可凭《备案表》编号和验

证码，按照外汇管理相关规定，到银行办理付汇

手续。 

 

 

六、本公告自发布之日起施行。《国家税务

总局 国家外汇管理局关于服务贸易等项目对外

支付税务备案有关问题的公告》（国家税务总局 

国家外汇管理局公告 2013年第 40号发布，国

家税务总局公告 2018年第 31号修改）第一条

第二款、第二条第二款、第五条、第六条、第七

条、第八条、第十条和附件 2同时废止。 

 

特此公告。 

をもって、外貨管理の関連規定に基づき、銀行で対

外支払手続を実施することが可能。 

 

五、届出人が各現場申請窓口にて届出を行う場合、

提出資料が揃い、『届出表』の記入が完全である場合、

主管税務機関はその場で納税事項の審査を実施する

必要がなく、税収管理システムで『届出表』の情報

を入力し、『届出表』の番号及び確認コードを生成し

なければならない。届出人は、『届出表』番号及び確

認コードをもって、外貨管理の関連規定に基づき、

銀行で対外支払手続を実施することが可能。 

 

六、本公告は公布日より施行される。『国家税務総

局 国家外貨管理局 サービス貿易等項目の対外支払

税務届出の関連問題に関する公告』（国家税務総局 

国家外貨管理局公告 2013 年第 40 号にて公布、国家

税務総局公告 2018 年第 31 号にて改定）の第一条第

二項、第二条第二項、第五条、第六条、第七条、第

八条、第十条及び添付 2 は同時に廃止する。 

 

以上を公告する。 

【日本語参考訳：MUFGバンク（中国）有限公司 リサーチ＆アドバイザリー部】 
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